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　奴隷解放宣言から 1964 年公民権法制定までの約 100 年間の差別の実態について見てみる。
1964 年公民権法（the 1964 Civil Rights Act）は，一世紀前に米国が公民権を保護することがで
きなかったことから，制定が必要とされた。1862 年から 1875 年の間，連邦議会は米国の人
種関係を改革した。1862 年に逃亡奴隷を送還することを禁じた。その少し後，連邦議会は首




正第 13 条を必要とされる 3 分の 2 の賛成で可決し上院に送った。イリノイ州は次の日に，そ
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府を完全に破壊し，奴隷解放宣言（Emancipation Proclamation）そして修正第 13 条の採択により，
基本的平等と公正をもたらすことができると信じた。しかし連邦議会は，「解放後の奴隷に向
けられた暴力」について報告を受け続けることとなった。1865 年 12 月に連邦議会は，南部に





























果的に黒人の投票者を実質的に無資格にした 9）。1870 年代から 1890 年代において連邦政府は
そのような暴力を止めようとしたが，United States v. Cruikshank において最高裁は，連邦政府





















を許容した。このような憲法や法律の改変の結果，1882 年から 1895 年までの黒人投票権剥奪
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は劇的であった。1880 年サウスカロライナでの大統領選挙では黒人の 77％が投票したと見積
もられるが，1892 年には 17％と見積もられ，1900 年には４％，1912 年には２％までに減少し
た 14）。
４）黒人に対する教育




























文化（culture）の変化を起こさせる助けとなった。さらに 1964 年法は 1965 年の投票権法（the 
67合衆国憲法修正第 13 条と公民権法







































をしたりすることがなお可能であったであろう。さらに 1964 年法の制定や公民権運動（Civil 
Rights movement）により，ニューオーリンズやルイジアナにおける黒人警官の数が増加する
こととなった 26）。
　1956 年に連邦地方裁判所はニューオーリンズの学校に統合を命じた。その後 1960 年に初め



























ければならず，需給者これを守らなかったとき HUD は，3805 条ｄ項 5 号により遵守を求め，
さらには補助金の支給を撤回することが条文により求められている 31）。





































　1964 年公民権法の第 5 章（Title Ⅴ）における人種差別は，雇用において差別反対論者にとっ


















　National Federation of Independent Business v. Sebelius 43）において Robert 主席判事は，Afford-













































　Brown 判決の 10 年後，執行府（executive branch）と立法府（legislative branch）が最高裁の
解決法を採り入れ，学校の統合を促進した。連邦議会は 1964 年に公民権法 55）を可決し，1 年
後に小中学校教育法（the Elementary and Secondary Education Act : 以下 ESEA と略す）56）を可
決した。新公民権法は連邦基金を教育へと拡張し，人種，色，出身国に基づいて差別を行う学
校に対して資金供与を拒むことを許容し，学校が注意をはらうインセンティブをもたらした。









































当化した 70）。最高裁の判決に同調して，教育省長官と司法長官（Attorney General）は 2011 年
に高レベルのガイダンスを発し，最高裁の多数派の見解を強調した。小中学校における多様化
達成と人種的孤立回避に関する自主的方策に関する共同ガイダンス（The joint Guidance on the 
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４）法的権限づけ
　1964 年公民権法の第 4 章（Title Ⅳ）は州や地方レベルでの分離政策についての連邦政府の
新たな権限を述べている。第 4 章は，人種，色，出身国に基づく差別を行う者について連邦基
金の受給者になることを禁じている 74）。
　第 4 章は意図的差別と差別的効果をもたらす政策や慣行の双方を禁止している 75）。しかし
2001 年以後，第 4 章の下での決定的（disparate）効果についての私人の主張は，もはや裁判所
で争うことはできなくなり，しかるべき行政機関を通じて行政的な不服申立（complaint）とし
て争わなければならない 76）。
　1954 年の Brown 判決以後 10 年，適法な分離政策は続いていた。1963 年に連邦議会におい
て第 4 章の内容を紹介するプレビューのスピーチにおいてジョン・F・ケネディ大統領が注視
したように，これは地域的な問題ではない。分離や差別についての困難な問題はすべての市，
すべての州に存在し，公共の安全を脅かすような不信の波（tide）を起こしている 77）。第 4 章
の重要なことは 102 節（section）において，教育省に対して，教育プログラムの目標に合致す
るような態様で第 4 章の差別解消目標を進めていくことを，指示しそして権限づけている 78）。
この条文はただ単に行政的に執行される規則の採用の基礎ではなく，行政機関にさらに踏み込
んだ努力を行うように，指示し権限づけている 79）。
　また連邦交通局（Federal Transit Administration）では，人種的公平分析（racial equity analy-
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The Thirteenth Amendment and the Civil Rights Act
Tomoki SAWADA
Abstract
This paper will introduce and consider legal measures taken in the United States aimed at 
eliminating deep-rooted prejudice against African-Americans, with a particular emphasis 
on federal legislation and actions taken by courts. After giving an overview of the true 
state of prejudice in the approximately 100 years from the Emancipation Proclamation 
to the Civil Rights Act of 1964, I will focus on residential areas and schools as the 
clearest examples of segregation between black and white people, examine measures for 
eradicating segregation, and discuss the difficulties these measures face.
